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～ＳＮＳ活用は試行段階、地域に合わせた ICT の利活用を～ 

 

株式会社いよぎん地域経済研究センター（略称 ＩＲＣ、社長 山崎 正人）は、下記の

とおり、愛媛県内自治体のＩＣＴ利活用について取りまとめましたので、お知らせいたし

ます。なお、詳細は、2013 年 11 月 1 日発行の「IRC Monthly」2013 年 11 月号に掲載いた

します。 

記 

【調査要旨】 

 

1. 全国すべての自治体がホームページを開設しており、県内自治体も住民参画や透明性確

保を目的に活用している。その利活用状況は全国の自治体と大きな差はない。 

2. 19 市町が「ＨＰを運営していく上で課題がある」とし、「ウェブアクセシビリティの向

上」、「部署ごとの情報量の差の是正」、「各職員のスキルアップ」などが挙げられた。 

3. 県内自治体のうち、10 市町がＳＮＳを導入し、３市町が導入を検討している。すでに導

入している自治体では運用するアカウントを増やしているところもあり、ＳＮＳの運用

は活発になってきている。 

4. 県内でＳＮＳを導入していない自治体の多くは、「必要性は感じているが、誤情報や権

利侵害・不適切な発言等を懸念しており導入は難しい」と回答した。この点について、

ＳＮＳ導入自治体では、問題点と感じていながらも、「運用態勢を整備しており、懸念

するような問題は起こっていない」とのことであった。 

5. 県内でのＳＮＳ活用は始まったばかりで現状では試行段階にあると言える。コミュニケ

ーションツールとしての役割を持つＳＮＳだからこそ、提供した情報に対する住民の反

応を見たり、意見を聞いたりすることができ、住民ニーズを知るツールとしても活用で

きる。住民の反応をいかに行政運営に反映していくかが、今後のポイントになるだろう。 

6. すべての人がＳＮＳを使っているわけではなく、情報を届けたい相手に合わせて使用す

るツールを選ぶことが何よりも重要なのではないだろうか。ただ、ＩＣＴがより生活に

身近になっていくなかで、ＳＮＳに限らずＩＣＴを活用した情報の往来はますます盛ん

になっていくものと思われる。そのため、各自治体は地域の実態に合わせながらＩＣＴ

利活用を進めていく必要があるだろう。 

以 上 
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はじめに 

世界的なソーシャルメディアの普及を背景に、自

治体によるＳＮＳ※の活用が急速に進んでいる。と

くに、東日本大震災以降、そのリアルタイム性や情

報拡散能力が注目され、活用する自治体が増加して

いる。そこで今般、愛媛県内自治体では主に情報発

信においてどれぐらいＩＣＴの利活用が行われて

いるのかを調査した。 

※ＳＮＳ…ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略称。個人間のコ

ミュニケーションを促進・サポートする、インターネットを利用したweb

サイト、サービスのこと。本レポートにおいては、フェイスブックおよび

ツイッターの２つを中心に調査を行った。 

 

１． 愛媛県内自治体におけるＩＣＴ利活用 

（１）取り組み状況は平均的 

総務省の「地方自治情報管理概要」により、愛媛

県内自治体のＩＣＴの利活用状況を全国と比較し

た。ホームページ（以下、ＨＰ）は県内自治体を含

め、全国すべての自治体が開設している。ＨＰでは、

条例・規則の例規などの公開や自治体に対する意

見・要望の受付をしている。なかには、電子掲示板

などで住民との意見交換を行っている自治体も僅

かながらある。県内の自治体も住民参画や透明性確

保を目的にＨＰを活用しており、その利活用状況は

全国の自治体と大きな差はない。 

 

図表１-１ ＨＰの開設および利活用状況 

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 県内自治体へのヒアリング結果 

県内自治体のＩＣＴ利活用の状況を詳細に把握

するため、県内すべての自治体に対してヒアリング

を行った。 

ヒアリング実施内容 

調査対象 県内の全ての自治体（20市町） 

調査方法 面談および電話によるヒアリング 

調査時期 2013年７月下旬～８月上旬 

 

（１）広報誌からＳＮＳまで、多様化する情報発信

ツール 

 情報発信の手段を尋ねたところ、「広報誌」「Ｈ

Ｐ」についてはすべての自治体が活用していた。ま

た、約半数の自治体が「ＳＮＳ」や「ＣＡＴＶ」を

活用している。その他として、動画配信サイト

「YouTube」などが挙げられた。インターネットが

急速に普及するなかで、情報発信の手段も多様化し

ており、県内自治体でもさまざまな媒体が活用され

ている。 

 

図表２-１ 情報発信手段（愛媛） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＨＰ 

ＨＰを運営する上で課題があるか尋ねたところ、

19市町が「課題がある」と回答した。なかでも「ウ

ェブアクセシビリティ※の向上」を課題として挙げ

た自治体が多かった。 

※ウェブアクセシビリティ…ウェブサイトやウェブサービスがどんな人

やどんな利用環境でもなるべく同じように閲覧・利用できること。 
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また、多くの自治体で部署ごとにＨＰを更新して

いることから、統一した運用が難しいため、「部署

ごとの情報量の差の是正」、「各職員のスキルアッ

プ」などが課題として挙げられた。さらに、一部の

自治体からは「戦略的な運営ができていない」とい

う意見もあった。インターネット利用が当たり前に

なり、情報媒体が多様化するなかで、どのような目

的で、どのような効果を期待するのかを明確にした

上でＨＰを運用する必要があると思われる。 

 

（３）ＳＮＳ 

Ａ.震災を契機にＳＮＳ導入加速 

東日本大震災をきっかけに、リアルタイム性や情

報拡散能力に優れたツイッター※1 やフェイスブッ

ク※２といった民間ＳＮＳが注目され、アカウントを

開設する自治体が増加した。 

※1ツイッター…Twitter社が運営する140文字以内の短文情報を投

稿・閲覧するインターネット上のサービス 

※2フェイスブック…Facebook社が運営するＳＮＳ 

 

 震災が契機とはならなかったが、2011 年８月に

佐賀県武雄市が市の公式ＨＰをフェイスブックに

移行するなど、防災や地域活性化などを目的に積極

的にＳＮＳを運用する自治体が現れてきたことも

あり、県内でも運用を始める自治体が増加している。

県内では 10 市町がＳＮＳを導入している（2013 年

８月５日現在）。そのうち、フェイスブックとツイ

ッターなど複数のＳＮＳを運用しているのは２市

町であった。 

 

図表２-２ ＳＮＳの導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、３市町については導入を検討中であり、今

年度中の導入を目指しているところもある。すでに

導入している自治体でも、部署別にアカウントを増

やし、アカウントごとの目的を明確化するなど、Ｓ

ＮＳの運用は活発になってきている。 

 

Ｂ．ＳＮＳの利点、問題点 

 ＳＮＳを導入していない県内の自治体の中でも、

「必要性は感じている」とするところもある。ＳＮ

Ｓの導入には「即時性、手軽さ、情報の拡散力に優

れる」「広域（全国・海外など）への情報発信が容

易である」といった利点がある一方で、多数の問題

点もある。 

 県内のヒアリングにおいても、ＳＮＳの必要性は

感じていながらも未導入の自治体では、「誤情報や

権利侵害・不適切な発言等を懸念しており導入は難

しい」と回答している。一方、導入自治体では問題

点と感じていながらも、「運用態勢を整備しており、

懸念するような問題は起こっていない」とのことで

あった。 

 

Ｃ.導入自治体の運用状況はさまざま 

 では、現在ＳＮＳを導入している 10 市町で、ど

のような運用が行われているのかを見てみる。アカ

ウント数を調べたところ、フェイスブックは14個、

ツイッターでは 11 個の自治体アカウントが運用さ

れていた。市町全体で１つのアカウントを運用して

いる自治体や、部署単位、もしくは事業単位として

行っているものなど、運用形態はさまざまであった。 

 情報発信の内容を見てみると、主に観光やイベン

ト情報、行政情報を発信しているアカウントが多い。

大半が自治体から住民への発信にとどまっており、

ＳＮＳの特徴でもある「双方向性」を活かした運用

がされているところは少ない。運用ポリシーを見て

も、「原則コメントには返信しない」「コメント返

信はしなくてよい」と基本的に返信しないとしてい

るところが多い。 

 次に、情報発信頻度については「毎日/ほぼ毎

日」・「週２～３回」が各36.0％となっており、約７

している

50.0％

（10市

町）

していな

い

35.0％

（７市町）

現在、検

討中

15.0％

（３市町）
（ｎ＝20）
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割が積極的な投稿を行っている。一方で、アカウン

トがあるにもかかわらず、１度も投稿していなかっ

たり、ごく僅かしか投稿していなかったりと活用さ

れていないものもあった。投稿がほとんどないアカ

ウントは防災情報の発信を目的とするアカウント

であったため、当然なのかもしれない。しかし、防

災情報と言っても、普段からＰＲを行って、アカウ

ントの認知を進めなければ、いざという時に情報拡

散の効果を発揮できないことも考えられる。 

 

図表２-３ アカウントごとの情報発信頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報発信を担当する職員数をみると、「１人」「２

～３人」が各44.0％、「４人以上」が12.0％となっ

ており、６割近くのアカウントが複数人で運用され

ている。担当を１人に決めてしまうと職員の負担が

大きくなること、また、２～３年で職員が異動する

ため、１人に任せると継続性に問題が出ることも理

由のようだ。複数の人が携わることで、職員の意識

も高まるとも考えられる。今後いかに続けていくか、

人員面も考慮した対策を考えていかなければなら

ない。 

 

図表２-４ アカウントごとの 

情報発信を担当する職員数 

 

 

 

 

 

 

おわりに 

県内自治体のＩＣＴ利活用のうち、ＨＰについて

は全国と大差はないが、ＳＮＳについては始まった

ばかりで現状では試行の段階にあると言える。自治

体のＳＮＳ運用には課題も残っているが、一部のア

カウントを除けば、積極的な投稿がなされ、認知度

も上がってきており、住民が少なからず行政に関心

を持ってきたとも言えるだろう。 

しかし、総じて「双方向性」を重視しておらず、

活用の幅が狭いのではないだろうか。コミュニケー

ションツールとしての役割を持つＳＮＳだからこ

そ、提供した情報に対する住民の反応を見たり、意

見を聞いたりすることができ、住民ニーズを知るツ

ールとしても活用できる。住民の反応をいかに行政

運営に反映していくかが、今後のポイントになるの

ではないだろうか。 

ＳＮＳの安易な導入はリスクをもたらす可能性

も大きい。ＳＮＳはあくまでもツールの１つであり、

必ずしも導入しなければいけないというわけでは

ない。また、ＳＮＳの利用者は増加しているとは言

え、すべての人がＳＮＳを使っているわけではなく、

情報を届けたい相手に合わせて使用するツールを

選ぶことも重要なのではないだろうか。 

ただ、ＩＣＴがより生活に身近になっていくなか

で、ＳＮＳに限らずＩＣＴを活用した情報の往来は

ますます盛んになっていくものと思われる。そのた

め、自治体は地域の実態に合わせながらＩＣＴ利活

用を進めていく必要があるだろう。 

 

（國遠 知可） 
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